
論文 鉄筋コンクリート造コア壁の有限要素解析 
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要旨：コア部分をＲＣ造連層耐震壁とする超高層建物においてセンターコアが 4組のＬ形断

面コア壁から成る場合，斜め 45 度方向入力時に特にＬ形隅角部近傍が高圧縮領域となり，

その領域のコンクリート拘束がコア壁の靭性に大きな影響を及ぼすと考えられる。本研究で

は，以前に実施した，隅角部近傍のコンクリート拘束に着目したＬ形断面コア壁の水平加力

実験に対し，３次元有限要素解析を行い，その靭性について検討した。検討の結果，隅角部

近傍のコンクリートの拘束の程度が，コア壁の靭性に大きな影響を及ぼすことが明らかとな

った。 
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1. はじめに 

コア部分をＲＣ造連層耐震壁とする超高層建

物では，地震時にコア壁に大きな軸力が作用す

る。したがって，高軸力下におけるコア壁の靭

性確保が必要である。センターコアが 4 組のＬ

形断面コア壁から成る場合，斜め 45 度方向入力

時に特にＬ形隅角部近傍が高圧縮領域となり，

その領域のコンクリート拘束がコア壁の靭性に

大きな影響を及ぼすと考えられる。 

著者らは既に，隅角部近傍のコンクリート拘

束に着目したＬ形断面コア壁の水平加力実験を

行い，当該領域コンクリートの圧縮靭性がコア

壁の靭性に及ぼす影響を示した1 )。近年において

も，竹田ほか等の実験が見られる2 )。また，Ｌ形

コア壁に対する３次元有限要素解析も成川ら3 )

や加藤ら4 )によって行われている。 

成川らは，壁脚部においては厳密には加力方

向に対する平面保持は成立しておらず，また，

隅角部の圧壊時に、応力集中が隅角部から平板

部に移行していることを確認している。加藤ら

は，高軸力下でのＬ型壁の斜め方向の変形性能

には，柱型部のコアコンクリートの大きさ，及

び拘束範囲の影響が大きいとしている。 

本研究では３次元有限要素法を用いてコア壁

の水平加力実験を解析し，特に拘束コンクリー

トの拘束の程度がコア壁の靭性に及ぼす影響に

ついて検討した。 

 

2. 実験概要 

2.1 試験体 

 図－１に解析対象の試験体を、表－１に試験

体諸元一覧をそれぞれ示す。試験体は 25 階程度

の超高層建物の最下層３層を想定した実大の約

1/8 のモデルで計４体である。試験体の形状及び

縦横筋の配筋は４体共通で，壁断面b×D=90mm×

900mmである。見つけ幅は 700mmで，せん断スパ

ン比 2.5 である。縦筋，横筋には，それぞれ

D10(SD345)，D6(SD345)を用い，拘束筋には高強

度鉄筋U5.1(1300N/mm2級)を用いた。試験体のか

ぶり厚さは 5mmである。試験体のコンクリートは，

調合強度を 60N/mm2とした。表－２，３にコンク

リートおよび鉄筋の材料試験結果を示す。 

 試験体はせん断耐力 Qsu が，曲げ降伏時せん

断力 Qmu を上回る(Qsu/Qmu=1.27)ように設計し

た。NO.1 は拘束筋を用いない試験体で，NO.2 は

NO.1 に対し，隅角部に正方形拘束筋を配筋した。

NO.3,4 は NO.2 に対し，隅角部に近い壁板部分に

幅止め型の拘束筋を配筋した。NO.4 は NO.3 に対

し，幅止め型拘束筋量が２倍である。拘束筋は

２階床レベル相当高さ(615mm)まで配筋した。 
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2.2 実験方法 

 試験体の下端を反力床に固定し，上端に取り

付けたＬ形の加力治具を介して 1000kNアクチュ

エータによりキャンチレバー型で水平力を作用

させた。加力高さは 1750mmとした。軸力は試験

体上方の 10000kN油圧ジャッキにより載荷し，実

建物センターコア境界梁降伏時を想定して，正

加力時（隅角部側が圧縮）にσ0 =0.6σB(σ0 = N/A，

N:軸力，A:断面積)の定軸力（載荷軸力は

NO.1,2,3,4でそれぞれ4821,6605,6507,6076kN），

負加力時に定軸力 78kNとした。加力は２階床レ

ベルに相当する高さ(615mm)での変位制御とし，

部材角 1/1000(rad.)(１回)，2/1000（２回），

5/1000，7.5/1000，10/1000（各１回）での正負

交番繰り返し加力とした。 

2.3 実験結果 

 表－４に限界部材角等の実験結果一覧を示す。

表－４中，曲げひび割れ，最大荷重はそれぞれ

負，正加力時の値である。また，図－１中の試

験体立面図において，左向きが正加力時を，右

向きが負加力時を示す。正加力時において，い

ずれの試験体でも1/1000のサイクルで最外縁圧

縮縦筋が降伏し，2/1000 のサイクルまでに圧壊

（縦ひび割れ）が発生した。負加力時は 1/1000

までに曲げひび割れが発生した。最終はいずれ

も正加力時の圧壊により耐力が低下した。 

最大耐力は既往の耐力式5)（表－４下）による

計算値に比較すると、NO.2 以外は実験値が計算

値より高くなった。 

 図－２に各試験体の荷重－変形関係を示す。

限界部材角を，拘束筋を用いた NO.2,3,4 で比較

すると，隅角部のみを拘束した NO.2 に対し，そ

の近傍も拘束した NO.3,4 が大きく，コンクリー

ト拘束の拘束領域の影響が示された。また，NO.3

と NO.4 を比較すると拘束筋量の多い NO.4 の方

が大きく，拘束筋量の影響が示された。拘束筋

のない NO.1 は隅角部に拘束筋を用いた NO.2 よ

り大きい。これは NO.1 が他の３体よりコンクリ

ート圧縮強度が低く，軸力比を一定とした本実

験では NO.2の載荷軸力が NO.1を大幅に上回り， 

図－１ 試験体 

正加力← →負加力 

 

NO.1 NO.2 NO.3 NO.4

拘束筋 正方形(隅角部） － U5.1@55 U5.1@55 U5.1@55

(1300N/mm2級)幅止め型(壁板部) － － U5.1@55 U5.1@27.5

表－１　試験体諸元一覧

断面b×D
加力高さh

せん断スパン比M/QD

D6@55

試験体

縦筋（SD345）
横筋（SD345）

90mm×900mm
1750mm
2.5

D10@55

 

表－２　コンクリートの材料試験結果

試験体 圧縮強度 ヤング係数 割裂強度

(N/mm2) (×104N/mm2) (N/mm2)

NO.1 52.5 2.97 3.73

NO.2 71.8 3.52 4.51

NO.3 70.9 3.40 4.82

NO.4 66.2 3.52 3.31

部分試験 62.8 3.49 3.61  
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NO.2 における隅角部のみの圧縮靭性改善効果よ

り大きな影響を及ぼし，また，無拘束部コンク

リートの最大応力以降の応力低下がNO.1の方が

ゆるやかであったためと考えられる。 

 

3. 解析概要 

3.1 解析モデル 

 図－３に試験体の解析モデルを示す。解析は

３次元非線形解析で，壁脚部の各節点をピンに

より拘束し、上部スタブ部分は壁板部に対して

十分剛性の高い要素とした。            

コンクリート要素としては，８節点アイソパ

ラメトリックソリッド要素を用いた。圧縮及び

引張強度は材料試験結果を用いた。２軸圧縮の

破壊曲線は大沼式 6)によった。圧縮破壊後の軟

化域は負勾配を直線とした。圧縮強度，負勾配

は，水平加力実験と合わせて行った隅角部及び

壁板部の中心圧縮実験結果1 )の応力－歪関係を

参考に，コンクリート拘束効果を考慮した。 

ひび割れは分布ひび割れモデルを用い，最大

主応力が引張強度を超えたときにひび割れが発

生するものとした。ひび割れ発生後の残留応力

特性は，ひび割れ直交方向では応力を同時解放

とし，ひび割れ面でのせん断伝達についてはバ

イリニア型のせん断応力特性とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ 荷重－変形関係 

 鉄筋は線材要素とし，応力-歪関係はバイリニ 

ア型とした。鉄筋とコンクリートは完全付着と 

した。 

3.2 解析方法  

加力は正加力（隅角部側が圧縮）側の単調載荷 

表－３　鉄筋の材料試験結果

呼び名 降伏強度 引張強度 ヤング係数 伸び

(N/mm2) (N/mm2) (×105N/mm2) (％)

D10 360 519 1.85 18.2

D6 381 525 1.90 20.9

U5.1 1314 1397 1.91 7.5  

表－４　実験結果一覧

試験体 NO.1 NO.2 NO.3 NO.4
曲 　げ 荷重 62 73 53 56

ひび割れ 部材角 0.5 0.4 0.4 0.3
荷重 464 376 489 557

最大荷重 部材角 4.4 3.1 4.4 7.8
計算値 362 440 436 417
実／計 1.28 0.86 1.12 1.34

限界部材角＊ 4.6 3.1 6.0 9.6
単位：荷重 kN，部材角 ×1/1000rad.
＊ 最大荷重の80％以上の荷重を保持する
  最大部材角

計算値5)

Mu=｛0.5agσyg1D+0.024(1+g1)(3.6-g1)bD2Fc｝

  　 ・｛(Nmax-N)/(Nmax-Nb)｝  
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(b) コンクリートの引張特性 
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(c) コンクリートのせん断特性 
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(d)コンクリートの圧縮特性 

図－３ 解析モデル 
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とし，変位増分法を用いた。最初に上部から軸

力を加え定軸力とした後，水平加力を行った。 

 

3.3 解析結果 

(1)荷重－変形関係 

図－５に荷重－変形関係を実験結果と合わせ

て示す。荷重は載荷点における荷重を，部材角

は実験の場合と同様に，高さ 615mm（２階床レベ

ル相当高さ)での変位より求めている。また，図

－４に実験の破壊状況を示す。各試験体のひび

割れ図中，右下の部分が圧壊部を示す。 

図－５より解析結果を NO.2 と NO.3 で比較す

ると，NO.3 の方が限界部材角が大きく，隅角部

のみを拘束した NO.2 に対し，壁板部も合わせて

拘束したNO.3が拘束範囲の増大により靭性が増

加したものと考えられ，実験結果の傾向と一致

する。NO.3 と NO.4 を比較すると，NO.3 に対し

壁板部の拘束筋量を２倍に増したNO.4の方が限

界部材角が大きく，実験結果と同様，拘束筋量

の影響が示されたと考えられる。コンクリート

強度が他の３体より低い NO.1 は NO.2 に比較し

て限界部材角が大きく，実験結果と同様の傾向

が示された。NO.2 は NO.1 に対して最大耐力も低

いが，前述のように載荷軸力等の影響で脚部の

回転が他の 3 体程度まで進む前に圧壊したため

と考えられる。靭性に関して NO.1～4 の解析結

果を比較すると，全般に実験結果と同様な結果

が得られ，コンクリート拘束効果の靭性に対す

る影響を表せたと考えられる。但し，剛性は全

般に解析が高い。また，NO.4 では，解析値の荷

重の方が低い結果となっている。 

(2)変形性状 

図－６にNO.4試験体の部材角5/1000rad.およ

び 10/1000rad.における変形図を示す。いずれも

せん断より曲げが卓越した変形のように思われ

るが，隅角部側(圧縮側)と引張側を比較すると，

引張側の側面が 5/1000rad.，10/1000rad.ともゆ

るやかなカーブであるのに対し，圧縮側では，

5/1000rad.では割合ゆるやかなカーブであるが

10/1000rad.では壁脚部に変形が集中している 

 

 

 

 

 

 
図－４ 最終ひび割れ状況（実験）

 

-400

-200

0

200

400

600

0 5 10 1

部材角(×1/1000rad.）

荷
重

（
ｋ

Ｎ
）

5

 

-400

-200

0

200

400

600

0 5 10 1

部材角(×1/1000rad.）

荷
重

（
ｋ

Ｎ
）

5

 

-400

-200

0

200

400

600

0 5 10 1

部材角(×1/1000rad.）

荷
重

（
ｋ

Ｎ
）

5

 

-400

-200

0

200

400

600

0 5 10 1

部材角(×1/1000rad.）

荷
重

（
ｋ

Ｎ
）

5

 
    図－５ 荷重－変形関係 
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ように思われる。 

これは，ある程度変形が進むと，脚部において圧 

縮縁の圧縮ひずみが増大し，コンクリートの圧壊が

生じるからであると考えられる。そのため，逆に脚部

以外の上方部分では圧縮ひずみは増大せず，直

線に近い形状を保つと考えられる。曲げ降伏先行

型の柱や壁柱においてはこのような性状は見受けら

れるがＬ形の曲げ降伏型立体耐震壁においても同

様であるといえる。 

図－７にNO.１とNO.4における圧縮側（隅角部

側）鉛直方向ひずみ分布を示す。実験におけるひ

ずみは電気式変位計により測定した各区間の変位

量から求めたものである（図－10 参照）。また，解析

のひずみは，節点間の相対距離から求め，節点間

の距離は実験における変位区間に合わせた。解析

におけるひずみ分布では、実験の場合と同様に脚

部にひずみの集中が認められる。ひずみ量は脚部

付近において解析の方が大きいが，ひずみが集中

する領域では同程度と考えられる。また，ひずみが

集中している領域の広さは実験と解析で同程度で

あるといえる。 

図－８にNO.1とNO.4における引張側（隅角部と

逆の側）における鉛直方向ひずみ分布を示す。0.6

Ｆｃの高軸力下であるため，上方部では，実験にお

いても圧縮となっているが，解析では壁脚部付近を

除いてほとんどの領域で圧縮となっている。またひ

ずみの量も実験値より大きい傾向にある。 

図－９に壁脚部の水平方向ひずみ分布を示す。

解析，実験とも，最下部５０ｍｍを検長としている（図

－10 参照）。解析，実験いずれの場合も平面保持

ではなく、圧縮端部に近づくにつれひずみの増加

が著しくなっている。 

 

4. まとめ 

コア壁の３次元有限要素解析を行い，以下の結

論が得られた。 

（１）コンクリート要素に拘束効果を考慮することで，

拘束効果がコア壁の靭性に及ぼす影響を表すこ

とができた。 

（２）変形図により，コア壁の４５度方向加力にお 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(a)  5/1000rad. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (ｂ)  10/1000rad. 
図－６ 変形図（NO.4） 

 

ける全体的な変形性状を把握できた。 

（３）解析における各ひずみ分布により， 各部の

変形性状が明らかとなり，実験ともある程度一致

した。 
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圧縮側（隅角部側）鉛直方向ひずみ分布（NO.１）
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圧縮側（隅角部側）鉛直方向ひずみ分布（NO.４）
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図－7 圧縮側(隅角部側)鉛直方向ひずみ分布 
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引張側鉛直方向ひずみ分布（NO.４）
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図－8 引張側鉛直方向ひずみ分布 

     解析 5/1000rad.       解析 10/1000rad. 

実験 5/1000rad.       実験 10/1000rad. 

 

2) 竹田史朗ほか：中央コア壁を有する超高層 RC

造建物の開発（その２ L 型断面耐震壁の 
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図－9 脚部水平方向ひずみ分布 
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図－10 ひずみ分布の計測位置 
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